
文教厚生常任員会調査報告書 
 

１ 調査事件 
   小学校区と地域づくりについて 
 
２ 調査目的 
   少子化問題、学校の耐震状況を踏まえ、町としての小学校区の方向性を探ると

ともに、指定管理者制度をにらんだ、学区・地域づくりの在り方を総合的に検証

するため調査するものとする。 
 
３ 調査経過 

平成 20年 6 月 11日（会期中） 
   平成20年 6 月 30日 

平成 20年 7 月 9 日（担当課から聞き取り） 
平成 20年 7 月 25日 
平成 20年 7 月 29日～31日（視察調査：千葉県千葉市、島根県松江市） 
平成 20年 8 月 11日 
平成 20年 8 月 22日 
平成 20年 10月 15日（余目地区小学校現地視察、狩川小、清川小視察） 
平成 20年 10月 27日（大滝一級建築士を招いて、小学校校舎の耐震検討会） 
平成 20年 11月 10日（担当課、公民館長から、地域づくりの聞き取り） 
平成 20年 11月 20日（協議会） 
平成 20年 11月 28日 
平成 20年 12月 1 日 
 

４ 調査結果 
 ［現 況］ 

(1) 小学校区の現状について 
ア 余目地区の小学校統合事業 
  昭和29年 12月 1町 5ヵ村が合併し誕生した旧余目町では、6つの小学校と、

2 つの分校を持つことになった。6 つの小学校は、学校の規模に大きな差があ
り、余目小の 1,400 名（25 学級）八栄里小の 240 名（6 学級）という状況に
あった。また校舎は、栄小の西校舎や十六合小の南校舎は危険校舎であり、速

い時期での改築が必要とされており、2つの分校は、交通機関の発達や通学距
離を考慮して改善が求められていた。一方、町の財政負担の面においても、余

目小児童一人当たり 2,438円の調整負担に対し、八栄里小児童では 4,838円と
なっており、この面での改善も求められていた。こうした学校規模の適正、通

学距離、学習効果、危険校舎の解消、管理経費の節減などの問題を解決するた

め、学校統合計画に基づき統合小学校の建設が計画されることとなった。 
  統合計画は、昭和37年度より 42年度まで、6ヵ年で 3校の校舎・体育館を
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建設することとし、建物は全部を鉄筋コンクリート 2階建とし、総事業費を 2
億 5千 250万 7千円とした。37年度から第一小、38年度には第二小、第三小
の工事に着手し、学区通学問題を整理し現在とほぼ同様の形となったのが、44
年 3月のことである。また、残された十六合小、大和小はいずれも昭和初期に
建てられた木造校舎であり、昭和 46 年をピークに年々就学児童が減少、文部
省が示している標準学級を大きく下回ったことから、50年 11月に「余目町統
合小学校建設委員会」を設置、52年度の開校を目標に建設計画が策定された。
建設予定地は、48 年 4 月に余目中と統合された旧和合中学校跡地とし、体育
館、講堂はそのまま活用することとして、52年 3月に第四小が完成した。 

  昭和35 年に計画され、37 年度以来 15 年間の長期にわたった余目町小学校
統合整備事業が終了し、町内四校は同一規模となり、児童、教員数、校舎、設

備等が均一化され、学校運営、教育環境の充実が図られることとなった。 
イ 余目地区教育環境整備 
  小学校の整備と共に大きな課題となったのが 幼児教育、公民館の整備であ

った。 
  幼児教育は、29年 5月に余目小学校に併設で開園され、10月に県の指定認
可でスタートしている。各地域では託児所的、保育所的性格で始まったが、そ

の後児童館として町に移管された施設も、時代の変化や社会的要請等により町

立幼稚園との関連で議論されるようになり、保育的内容に加えて就学前の集団

生活、自立心など、幼児教育としての機能が要望されるようになった。そこで、

町の施策として保育に欠ける児童については保育所、その他の児童については

将来構想として幼稚園として整備する方向で町の総合計画で定めた。そして、

昭和 52年度を初年度に、各小学校区毎に施設の整備を進めることとし、53年
4 月、町内幼児教育の整備構想に基づき第二幼稚園が開園、「幼・小・中の一
貫した教育体制」「義務教育１１年制度」がスタートした。53 年 10 月第四幼
稚園、54年 4月第一幼稚園、55年 4月には第三幼稚園が完成し、県下、ある
いは全国にも誇れる幼稚園施設・体制が整った。 

  一方公民館の設置は、昭和23年 3月の教育基本法、24年 6月の社会教育基
本法の公布を受けて、余目町、常万村、大和村、十六合村、八栄里村、栄村で

は公民館を設置した。公民館では住民のための実生活に即する教育、学術、文

化に関する社会教育事業を行い、住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化

を図り生活文化の振興・社会教育の増進に寄与していた。23 年 1 月の八栄里
公民館を皮切りに旧村単位で公民館が設置されたが、余目町は公民館を設置し

ていなかった。30 年 4 月に役場教育委員会事務局内に中央公民館を設置、34
年 4月に余目中央公民館と余目公民館を合体させ、名称を余目町中央公民館と
し、施設や設備は全町的な利用をはかり、事業や活動面は余目地区を対象にと

した公民館に変化させた。40 年代に入ると、栄、大和、八栄里地区の公民館
が新設され、53 年 8 月には役場西側に中央公民館が、56 年 11 月には十六合
公民館が新築された。 
その後、小学校の整備、幼稚園の整備等に伴い、生涯学習の推進と新たな地
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域づくりの拠点にしようと、各学区毎に公民館を設置する「余目町公民館整備

計画」が策定され、平成 2年 4月には 2億 1千 9百万円の工事費をかけた第一
公民館がオープン。平成 4年には第三、第四公民館が完成。平成 6年には第二
公民館が完成した。それぞれの公民館では施設に独自の特色を持たせるなど、

学区のみならず町全体を意識した「生涯学習」の視点で整備したことも大きな

特徴である。これにより、文字どおり全国にもまれな「幼・小・公」が一体と

なった地域教育体制が確立した。また、中央公民館は平成 11年 10月に「響ホ
ール」が完成したため、役場庁舎西側の建物より移転。その後、17 年 7 月の
合併に伴い狩川公民館に移転。立川庁舎 2階にある教育委員会社会教育係が担
当している。 
ウ 立川地区小学校統合にかかわる経過 
  昭和30 年代半ばに入り、経済の急速な発展に伴い人口の都市集中が進み、
農山村の過疎化が始まった。これに加えて出生率が低下し、立川町内の小学

校児童は年を追うごとに減少していった。狩川小学校では昭和 33年度の児童
数 1,006人をピークに、10年後の 43年度には 578人となっていた。この間、
立川町議会では、昭和 38年 1月に「学校統合計画研究小委員会」にたいして、
小・中学校の適正配置についての研究を付託し、委員会では 39年 2月に中間
報告書を提出している。その内容は次の通りであった。 
（ア） 小学校は4校とする。 

a  第一小学校 学区は旧狩川小学校とする。将来第一分校を廃止し、第一

小学校に統合する。 
b 第二小学校 学区は清川学区とする。但し興屋部落を除く。 
c 第三小学校 学区は興屋部落以南、滝の沢以北とする。肝煎分校を廃止

し、第三小学校に統合する。板敷橋を整備する。 
d 第四小学校 学区は滝の沢以南とする。工藤沢分校は廃止し、第四小学

校に統合する。但し分校として残置する。 
(イ)   中学校は二校とする。 

a 第一中学校 学区は第一小学校、第二小学校とする。 
b 第二中学校 学区は第三小学校、第四小学校とする。冬季間寄宿舎を設

置する。 
     また、昭和46 年 4 月より計画に基づいて実施し、50 年度で第一次が終了

する総合計画（基本構想）には、教育文化の推進として学校の統廃合への対

策が盛り込まれた。 
     （内容抜粋）これまで学校規模の適正化を図るため昭和36年立谷沢小学校

中島分校廃止、38年狩川小学校第二分校廃止、43年大中島中学校は立谷沢中
学校に統合、44年大中島小学校新田分校廃止・清川中学校と狩川中学校統合
を実施したが、「本計画」では 46 年狩川小学校千本杉冬季分校廃止・清川小
学校中島冬季分校廃止、47年狩川小学校第一分校廃止・立谷沢小学校工藤沢
分校・肝煎分校廃止、48 年立谷沢中学校を立川中学校に統合、47 年～49 年
狩川小学校統合校舎新築、48年立川中学校寄宿舎新築、49年学校給食共同調
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理場新築を進める。 
これにより、小学校 11校（冬季分校を含む）が 4校に、中学校が 1校とな

り、現在に近い体制となった。 
     小学校で最後に統合された大中島小学校は、明治25年に立谷沢尋常小学校

の分校として開設、昭和 30年 4月から独立しているが、児童生徒の減少傾向
のなか、瀬場・大中島・新田地区の教育を支え、平成 2 年には地域振興の目
玉として、総事業費 2 億４千万円で鉄筋コンクリート三階建の新校舎が建て
られた。しかし、10 年後の平成 12 年には、学区内の戸数 41 戸(3 割減)、人
口 166 人(半減)となり、40 人の児童生徒が 5 人となってしまい、平成 12 年
度を最後に 128 年の歴史に幕を閉じることとなり、立谷沢小学校に統合され
た。 

     大中島小学校の統合問題を期に、立川町教育委員会では「立川地区小学校

区の適正な在り方について」を主題として様々な取り組みに着手することと

なった。 
     平成12年 2月から 7月にかけては、大中島、清川、立谷沢の各小学校区で

「学校に関わる懇談会」を開催(計 14回)、10月からは「立川町整備審議会」
を開催している。この審議会は 12年度に 14回、13年度は 6回、14年度は 3
回開催され、15年 4月 1日に廃止しているが、この間 12年 11月に第一次答
申、13 年 12 月に第二次答申、14 年 12 月に最終答申が提出された。最終答
申の概要は、「全学区で統合整備を行った場合、本町は南北に長い地形から遠

距離通学となる地区もあり、低学年には大きな負担になることが懸念され、

加えて、児童生徒数が 50名前後の小規模校である清川小学校、立谷沢小学校
の今後の児童数の推移を見ても、当面は大きな減少がないことから、 

 現在のところ、現状の3 学区を維持することが望ましいと考えられ、小学校
区の統合に向けての再編については、時期尚早との結論に至った。 
 今後、社会情勢の変化や児童数等に大きな変動が予想され、小学校区の 
統合・再編を実施する場合、１本化を視野に入れ検討すべきと考えるが、学 
校は地域文化の中核となる施設と認識している住民も多いことから、当然な

がら、地域住民や保護者等への情報提供を行い理解・協力を得ることが必須

であると考えられる。」で、あった。 
 また、13年 10月には「小学校区の適正なありかたについて」「旧大中島小
学校校舎等の有効活用について」の住民意識調査も実施している。 
 最終答申を受けた教育委員会では、16 年 2 月より 12 月にかけ教育委員会
定例会で「今後の小学校区の適正な在り方について」を継続して審議、7 月
から 9 月には立谷沢・清川の各小学校区で「学校に関わる懇談会」を 4 回開
催している。その後、12月に立川町長へ「今後の立川小学校区の適正な在り
方について（報告）」を提出。その内容は「小学校における教育効果と学校運

営の両面を勘案し、集団による教育の充実及び教育指導面と学校運営組織の

充実をより一層図るためには、一定の学校規模が必要であり、各小学校の施

設状況及び通学距離等についても検討した結果、『今後の立川町小学校区の適
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正な在り方』の方向性について、次のとおり基本的な考え方をまとめ、町民

各位の理解を得ながらより良い教育環境の整備を目指す。 
（ア） 立谷沢小学校、清川小学校及び狩川小学校を統合し、町内1 校体制

にする。 
（イ） 新校舎については、既存の学校施設を活用することとし、施設規模

等の面から、狩川小学校に立谷沢小学校と清川小学校の 2校を統合する。 
（ウ） 立谷沢小学校及び清川小学校の児童については、スクールバス通学

とし、狩川小学校の児童については、統合時の通学体制を維持する。 
（エ） 統合の時期については、各小学校や地域の状況を考慮しながらも急

激な少子化にかんがみ、狩川小学校の耐震診断及び大規模工事を早急に

実施し、学校施設の整備を図った上で、平成 21 年度の統合を目標とす
る。」で、あった。 

   この報告をもとに、17年 2月から 6月にかけ、立谷沢、清川、狩川地
区で「今後の立川町小学校区に関する説明会」を 7 回実施、7 月 1 日の
合併を受け、庄内町教育委員会では 18年 6 月から 11 月の定例会で今後
の小学校区の在り方を協議し、立川地区の統合については旧立川町の方

向性を引き継ぐことを決定した。 
   現在、21年 4月の統合を目指し、狩川小学校の大規模改修工事が行わ

れており、新校名は「立川小学校」となることが決定している。 
    エ 立川地区教育環境整備 
      立川地区の教育環境で、幼児教育については保育所を中心に進められて

きた。32年頃の町内の保育施設を見ると、三ヶ沢季節保育所をはじめ季節
保育所 5 ヵ所、8 ヵ月常設のいなば保育園など保育園 3 ヵ所の計 8 ヵ所で
あったが、その後 2 ヵ所を増設している。また、へき地における保育を要
する児童の福祉増進を図るため、43年に「立川町へき地保育所設置条例」
を制定し、大中島へき地保育所、立谷沢へき地保育所を設置した。現在の

「狩川保育所」は昭和 43年 11月に完成し、定員は 90人でスタート、「清
川保育所」は、38年に開館した「清川児童館」が第二次・第三次産業従事
者の夫婦共稼ぎの多い地区住民の要求を満たすには、施設設備面で不十分

であったため、58年 4月に新築・開所している。 
      一方、幼稚園は39年 8月に出された文部省の通達により取り組みが始ま

った。通達の内容は、「幼稚園教育の振興」を目的に、人口一万人ごとに一

ヵ所の幼稚園設置を義務化しようとするものであったが、町では、42年以
降になれば法の設置基準にもとづく施設設備が義務付けられるので、経費

が非常にかさむため早急に設置すべきと判断し、40年 5月に旧狩川小学校
第三校舎の 3教室を改装し、「立川町立狩川幼稚園」が狩川小学校に併設さ
れ開園した。保育年限は 1 年、定員は 80 人でスタートしている。その後、
51年に教育環境の悪化等に伴い町民から幼稚園の新築移転の要望が高まり、
56年 12月に完成。57年度から正式に 2年保育となっている。 

      社会教育の中心施設である「公民館」は、昭和29年 10月の狩川町、清 

5



川村、立谷沢村の 3 町村の合併を機に現在に近い形へと歩みだした。当時
の「新町建設計画」では、役場、支所の統合整備として役場を狩川町役場、

支所を清川、立谷沢に置くこととしているが、この支所機能の中に「地区

公民館を併設する」と謳っている。ちなみに、清川公民館は、昭和 23 年
11 月に村役場と併設で竣工した。その後 53 年 3 月に現在の鉄筋コンクリ
ート 2階建ての「清川公民館」が完成している。また、「立川町コミュニテ
ィーセンター」は、地域文化の向上をめざして、町民体力づくりの推進や

各種生涯教育など多くの事業を積極的に運営し、多様化する住民の要求に

対応して、明るく豊かで住みよい町づくりを進めるためのコミュニティー

づくり施設として、50年 11月に完成している。 
(2) 地域づくりの経過について 
  「地域づくり」という言葉が一般化されたのは、ごく最近のことである。 

余目地区では、これまでは、部落、地区・学区など「公民館」を核とした社

会教育・生涯教育の推進、また、青年団、婦人会、老人クラブなどによる自主

団体などが地域に関わる活動をおこなってきた。しかし、社会情勢の変化や生

活の多様化に伴い、行政への住民要望も大きく変化すると共に、地域のとらえ

方も学区の再編に伴い「地区」から「学区」へと移行していった。また、「参

画」「協働」の意識も芽生えはじめ、自主的な地域づくりへの機運が盛り上が

っていった。 
こうした状況を受け、町では平成 7年「住みやすい地域づくり事業補助金」

規定を策定し、公民館単位の地域づくり会議の発足や部落創造事業への支援活

動を開始した。初年度学区公民館への補助金は 30 万円であったが、対象事業
は「明響ロード」「せせらぎ広場」「吉田堤のさくら花」「グランドゴルフ場」

などであった。その後、地域振興事業補助金・社会教育活動支援補助金などと

名称は変更・細分化されたが、「地域の再生」「連帯感づくり」を目指す姿勢は

引き継がれ、『自助』『公助』『互助』という基本理念を作り上げたといえる。 
立川地区では、余目地区のような「地域づくり」の考え方よりも、従来のコ

ミュニティーセンター、公民館を中心とした社会教育、生涯教育の推進と、清

川、立谷沢地区では振興会主体による地域振興の活動が展開されていた。 
両町の合併を機に、「住みやすい地域づくり事業補助金」は引き継がれ、20

年 4月からは、「庄内町住みやすい地域づくり活動交付金」「庄内町地域づくり
団体育成支援補助金」「庄内町集会施設等整備事業補助金」「元気の出る地域づ

くりを応援します交付金」等に変化していった。「庄内町元気のでる地域づく

りを応援します交付金」は地域づくり組織活動支援事業、活力ある地域づくり

事業として、余目地区では各学区の地域づくり会議、立川地区では清川地区振

興協議会、立谷沢地区振興会での活動に交付されている。また狩川地区でも地

域づくり会議を立ち上げ、活用に向け検討中である。 
この交付金事業のなかで、特に、活力ある地域づくり事業は、従来公民館予

算に計上されていた内容（運動会、文化祭、スキー大会など）を地域づくり会

議等へ移管したもので、「指定管理者制度導入」を見越した条例改正といえる。 
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（3）耐震対策の経過について 
平成 7 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、国は「建築物
の耐震改修の促進に関する法律」を制定し、本格的に建築物の耐震化対策を

始動させた。山形県では、平成 14年に国の地震調査委員会より「山形盆地断
層帯、庄内平野東縁断層帯等 4 断層帯の評価」が発表され、マグニチュード
7.8クラスの大規模地震が今後 30年以内にほぼ 0～7％の確率で発生する可能
性が指摘され、順次、被害想定調査を実施してきた。 
その後、15 年 7 月の宮城県北部連続地震、16 年 10 月の新潟県中越地震、

19年 3月の石川県能登半島地震等が発生するなど、山形県でも大地震がいつ
起きてもおかしくない状況にあると言われている。 
こうした状況のなか、国は耐震改修を緊急に促進させるため平成 18年 1月

に耐震改修促進法を改正。また、20 年 5 月 12 日に中国四川省県でマグニチ
ュード 8.0 の大地震が発生、建物の倒壊等により、死者 6 万 9,186 人、負傷
者 37万 4,174 人、行方不明者 1 万 8,457 人（6 月 28 日発表）など甚大な被
害となったため、20 年 6 月 18 日に急きょ「地震防災対策特別措置法」を改
正、公立の小中学校等の耐震診断の実施・結果の公表も義務化した。この改

正では、国の財政事情を考慮しつつも、児童・生徒の安全を第一に考え、改

築（新築）よりも建物の補修・補強を優先し、自治体が取り組む事業に対し

国の財政支援を現行より嵩上げするものとしたことが大きな特徴であるが、

平成 22年度までの時限措置となっている。 
県では 19年 1月に「山形県建築物耐震改修促進計画」を策定。本町でも今

後の大地震に対する備えとして、昭和 56年以前に建築された既存住宅・建築
物の耐震化を促進させるため、耐震性向上に関する総合的な施策の基本とな

る「庄内町建築物耐震改修促進計画」を平成 20年 3月に策定した。 
また、教育委員会では、学校施設の耐震改修を促進させるため、昭和 56年

以前に建築された非木造の２階以上または延床面積が 200 ㎡を超える建物
（棟）で、耐震補強または耐震診断を実施していない建物について、どの施

設から耐震診断または耐力度調査を実施すべきか、その優先度を検討するこ

とを目的に 18 年度に「庄内町公立学校耐震化優先度調査」を実施し、18 年
11月に調査結果をまとめている。この調査の対象施設は別表１であり、実施
された鉄筋コンクリート造建物耐震化優先度結果は別表２、鉄骨造建物耐震

化優先度結果は別表３、学校別の優先度は別表４であるが、特にコンクリー

ト強度では余目第 2 小・余目第四小を除き極めて厳しい調査結果となってい
る。 
このように、町、教育委員会が本格的に耐震対策に着手したのはごく最近

であるが、20年度当初予算では、第二幼稚園・第四幼稚園の耐震診断の費用
として 5,099千円を計上している。その後、中国四川省大地震発生、国の「地
震防災対策特別措置法」の改正を受け、20年 7月の臨時会では一般会計補正
予算として小学校費に 36,642 千円（余目一小から四小）、中学校費に 3,975
千円（余目中体育館）、幼稚園費に 5,099千円（一幼、三幼）を追加した耐震
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診断費用を予算化している。 
現時点で調査そのものは終了しているが、診断結果は山形県での判定委員

会が一つしかないため時間がかかるとの連絡を受けており、結果の公表は 21
年 3月頃になるとの予定である。また、平成 21年度に統合する立川小では平
成 17 年度の耐震診断結果を受け、20、21 年度で全面改修を実施するが、総
予算規模 6億 2千万円のうち 1/3が耐震補強、2/3が改築となっている。 

 
 ［課 題］ 
（1） 学校等町有施設の耐震化問題について 

ア 昭和56年に改正となった耐震基準と、町有施設の現状について 
  大正12 年の関東大地震の教訓を踏まえ定められた耐震基準は、その後建
築基準法・同施行令により規定されており、近年では昭和 56 年、平成 20
年に改正されている。昭和 56 年の改正では新耐震として一次設計、二次設
計の概念が導入され、平成 12 年の改正では性能規定の概念が導入され、構
造計算法として従来の許容応力度等計算に加え、限界耐力計算法が認められ

た。 
町の公共施設（町有施設）の現状は、町が所有等する防災活動拠点および

住民が多数利用する施設等 141棟のうち、小中学校等が 52棟で約 36.9％を
占めているが、昭和 56年以前に建築された施設は全体の 43.3％を占め、そ
の耐震診断率は全体で 11.5％、耐震化率は 56.7％と低い状況にある。庁舎
等（本庁舎・支所等）は 20.0％、幼稚園・小学校・中学校等は 17.3％、消
防署等は 0％などとなっており、特に余目地区における施設は建設後かなり
経過したものもあることから、耐震化対策など、早期の対応が課題となって

いる。 
イ 庄内町建設物耐震改修促進計画（20年 3月策定）について 
  20 年 3 月に策定された「庄内町建築物耐震改修促進計画」は、町民の生
命や財産を保護するため、地震による建築物の倒壊等の被害を最小限に抑え、

既存建築物等の耐震性向上策として、県と町等が連携しつつ耐震診断・改修

等を総合的・計画的に促進するための基本的枠組みを定めることを目的に策

定され、国の防災基本計画、県の地域防災計画、町の地域防災計画を上位計

画とし、既存建築物の耐震改修に関する基本的な方向を示すものとなってい

る。したがって計画の対象は、町有施設だけでなく一般住宅も含めたものと

なっている。 
  計画では、27年度での耐震化率の目標を 90％にしているが、18年度での
耐震化率 50.8％と比較すると極めて高い数値目標といえる。耐震診断の促進
を図る支援策では、現在「木造住宅耐震診断補助事業」があるが、この事業

は国の補助を活用した内容となっている。実績を見ると 18 年度では 4 件、
19年度は 1件、20年度では 0件となっているなど、耐震診断に対する町民
の関心、制度の活用状況は低いものとなっている。その背景には耐震診断そ

のものに多額の費用を必要とすることに加え、診断後の改修事業への国の支
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援が大都市・住宅密集地等に限定されているなど、補助基準自体のハードル

が高いものとなっていることが要因と思われる。このような状況から、国の

補助制度の見直しを求めるとともに、町独自の支援体制についても検討を加

える必要がある。 
ウ 平成20年 6月 18日施行の地震防災対策特別措置法への対応について 
  中国四川省の大地震の被害状況を受け、国が緊急改正した「地震防災対策

特別措置法」の要旨は、学校設置者である市町村の財政負担軽減のための国

の支援措置など 5つとなっているが、特に「国の補助の特例」として、地震
の際に倒壊等の危険性の高い公立小中学校の建物（Is値{耐震指標}0.3未満）
について、(1)地震補強事業については補助率を 2/3(現行 1/2)  (2)コンクリ
ート強度等の問題により、やむを得ず行う改築事業については補助率を 1/2
（現行 1/3）とする。「市町村の取り組み促進策」として、公立小中学校等の
建物について、耐震診断の実施と、耐震診断の結果（各建物ごとの Is 値等
の耐震性能）の公表を義務付ける。「国庫補助率の引き上げ」については、

20年度から 22年度までの３か年の時限措置とすることなどが特徴である。 
  18 年度に実施した余目地区の学校耐震化優先度調査では補強工事に耐え
られるかなど、耐震補強そのものが実施できるかという根幹に関わる指摘も

あった。文教厚生常任委員会で実施した現地調査では、ごく一部ではあるも

のの、不同沈下現象（建物が不揃いに沈下すること。家全体に沈下するので

はなく、一方向に斜めに傾くような状態のこと）が見られるなど、40 年以
上経過した建物の現実を再認識する結果となった。 
こうしたことから、20 年度予算で取り組んでいる学校等の耐震診断調査

結果に基づき、速やかな対策が必要と予想される。  
(2)  庄内町小学校改築計画（仮称）について 

ア 少子化等の実情について 
  昨今の少子高齢化社会を反映し、児童数の動向は、減少傾向にある。（別

紙、庄内町の小学校別児童数の推移と予測、小学校別の新入学児童数の推移

と予測参照） 
今後もこうした傾向が予想されることから、子育て支援対策を講ずるとと

もに、子供たちの教育環境を考慮した「学校整備の在り方」を検討する必要

がある。   
イ 余目地区の小学校改築計画、小学校再編もしくは学校適正配置の在り方に

ついて 
  立川地区の小学校が平成21 年度から「立川小学校」としてスタートする
のとは対照的に、余目地区の小学校の改築計画、学校再編もしくは学校適正

配置の在り方等に関し、具体的計画・対策は現時点で定められていないのが

実情である。町の総合計画では「生きがいづくり・人づくり・オンリー１の

まちづくり」のなかで、『個性を伸ばせる教育環境の整備』として、幼稚園・

小学校整備計画の策定と整備事業の推進が謳われている。また、議会からも

再三「取り組むべき」と指摘されたことでもあり、現状に対し極めて遺憾で
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あるといわざるを得ない。 
  視察調査した千葉市では、平成16 年から第 1 次適正配置に取り組み 18
年には初の統合小学校が開校している。校舎事情が本町とは大きく異なると

はいえ、スピード感を持った対応といえる。また、1次では不十分だった通
学距離や配置のバランス、地域コミュニティーとの整合性、将来の人口推移

と地域特性などを考慮し、19年 11月には千葉市学校適正配置実施方針を策
定している。この実施方針では、統合による適正配置の進め方として地元説

明会の実施はもとより、地元代表協議会・統合準備会を設置したことも大き

な特徴であるが、視察調査の考察の通り住民による合意形成が非常に重要で

あり、枠組みありきや行政指導ではない、住民主権の適正配置の必要性を強

く感じたことも指摘したい。 
  また、資料提供いただいた遊佐町では、平成8年に策定した「遊佐町小学
校改築基本計画」に基づき改築を実施してきた。旧 6 小学校区を継承し 19
年の西遊佐小学校体育館補強工事を最終事業とし、小中学校の耐震化率は

100％となっている。遊佐町の小学校は昭和初期から戦前にかけ建設されて
おり、改築は教育の重要課題となっていたが、平成元年 1月に「遊佐町中小
学校適正整備基本計画」を策定、新生遊佐中学校が平成 5 年 4 月に開校し、
その後小学校改築のためのコンセプトづくりに取り組み、平成 6年 4月から
は、小学校改築を軸とする「遊佐町生涯学習基本構想」に着手し、小学校を  

 公民館と共に各地区の生涯学習の拠点として改築していく方向を明らかに

している。こうして平成 8年 1月に策定された計画書には、遊佐町での小学
校の在り方を考えるに当たり、(1)生涯学習の場として(2)学校教育の場とし
て(3)子供たちの生活の場として(4)町の環境づくりの一環などの視点で懇談
を進め、「インテリジェント・スクール（情報化社会に対応して設けられた、

地域の文教施設の核となる施設）」として小学校を整備し、地区の生涯学習

の拠点となることが方針づけられている。また、インテリジェントスクール

自体学校教育を生涯学習の一環と捉えるものであり、教育環境の人間化をは

かり、自然や文化の発想から生まれるものと位置づけるなど、学校整備を多

面的に検討した経過は、更なる調査対象に値するものと考えられる。 
  こうした事例に加え三川町での取り組みなど、一般的にも学校改修には多

額の費用と多くの時間が必要とされることは常識の範疇であるが、庄内町余

目地区の小学校は先に指摘したとおり建設後の経過年数などを考慮すれば、

町にとって最優先課題であると考えられる。財政事情、他のプロジェクトと

の関連など課題は山積しているが、災害時の避難場所にもなることなど、耐

震診断結果が 21年 3 月になることを考慮しても、まずは「余目地区の小学
校整備のコンセプトづくり」に取り組むなど、早急に議論を進める必要があ

る。同時に統合後の立川地区小学校の跡地利用計画も含めた「庄内町小学校

改築計画」（仮称）策定の議論も大きな課題となっている。 
(3) 立川地区小学校跡地利用について 

ア 平成21年 4 月に統合される立川地区小学校に関わる、清川小学校、立谷
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沢小学校跡地利用について 
  21 年 4 月の「立川小学校」開校とともに閉校する清川小学校、立谷沢小
学校の跡地をどうするかは課題となっている。立川地区では平成 12 年度で
閉校した「大中島小学校」の跡地利用として、社会教育施設「大中島自然ふ

れあい館（森森）」の経験を持っているが、建物自体での比較が難しいなど

状況は同じとはいえない。統合地域からの要望として、体育館やプールの存

続などがあるようだが、建物の耐震状況、維持経費などの課題や「歴史の里・

清川」の構想が清川地区振興協議会から出されるなど、地元の住民要望を考

慮した議論が必要であるといえる。 
一方町では立谷沢川流域振興基本計画に基づく前期アクションプランが

19年 6月に策定されており、調整も含め総合的な議論が必要と予想される。 
小学校は地域の住民が誇りと愛着を感じる施設であり、地域のシンボルで

もある。こうした歴史的経過を踏まえ、今後のあるべき姿を探る上では、単

なる施設としての小学校の跡地利用はもとより、「地域づくり」の視点での

議論を重ねることも重要である。 
(4) 地域づくりと公民館の役割について 

ア 集落と行政の関わりについて 
    現在立川地区では集落公民館が全集落に設置されていないなど、余目地区
とは異なる公民館体制となっている。歴史的な経過はあるにせよ、今後の集

落と行政の関わりを検討する上では、この集落公民館の実情の違いなども考

慮し、対策を講ずる必要がある。 
視察調査した島根県松江市は、「松江方式」として公民館運営では先駆的

役割を果たしており、その評価も極めて高いものとなっているが、集落公民

館（集会所）がない所もあり、本町でいう集落活動のかなりの部分を地区公

民館が担っている状況であった。また、地域保健福祉推進職員（嘱託）が常

勤していることも大きな特徴である。考察で触れている通り、地域の事情、

歴史的背景の違いはあるにせよ、今後の公民館の在り方を考える上で、様々

な会議での俎上に上げるテーマになると思われる。 
一方 20 年度から取り組み始めた「元気の出る地域づくりを応援します交

付金」は指定管理者制度導入を見越した条例改正であり、運動会や文化祭な

ど地域の特色を生かした事業として取り組まれている。従来の公民館予算か

ら地域づくり会議等へ移管したものとはいえ、成果等について検証する必要

がある。 
イ 指定管理者制度導入に関わる町有施設の管理について 

町では 19 年 3 月に「指定管理者制度」導入に関するガイドラインを制定
し、対象施設の公表と 5年間での移行期間を目指すなど、本格的な取り組み
を始めている。教育委員会関連では学校施設や一部外部委託予定の図書館を

除けば、社会教育施設、社会体育施設は指定管理者制度へ移行する対象施設

となっている。公民館は地域づくりの自治組織へ委託することとして検討さ

れているが、聞き取り調査等からは、地域間で対応にばらつきが見られるこ
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となど、違いが浮き彫りとなっている。 
松江市では、18 年 9 月より指定管理者制度を導入し、運営協議会が運営

にあたっているが、館長の報酬は非常勤特別職員として教育委員会より支払

われ、保健福祉推進職員の報酬は市の福祉部より支払われている。制度の原

則からいえば多少変則的であるとの判断としているが、公民館は、現在・将

来も地域づくり、人づくり、福祉の拠点として核として存在し続ける意向の

表れでもあるとの考察の通り、それぞれの自治体で、公民館の役割を明確に

した上で指定管理者制度導入の際、施設管理も含めた全体管理とするのか、

ソフト面での移行とするのかなど、どう組み合わせるかが課題となっている。 
現在、中央公民館が実質的機能を果たしていないなど、庄内町の社会教育

の在り方公民館の在り方が問われている状況にある。立川地区の学校統合に

よる地域づくりをどう進めるのか、また、余目地区の学校改修等について未

だ方向が定まっていないなか、「幼・小・公」が一体となった地域教育体制

が維持できるかなど課題は大きいといわざるを得ない。遊佐町では小学校の

改築を「生涯学習」の視点から公民館の役割と併せ検討してきた経緯もあり、

そうした先進事例を参考に、教育委員会を中心として、「小学校区と地域づ

くり」の視点から大局に立った議論が必要である。 
また、運営審議会については現在一本化されているが、必須の設置義務が

平成 11 年に改正されており、現在の審議状況を考慮すれば、運営審議会そ
のものの役割や必要性など、原点に立ち返った議論が大きな課題となってい

る。 
 
「意 見」 

(1)18 年 11 月にまとめられた「庄内町公立学校耐震化優先度調査」、20 年 3 月に策定
された「庄内町建築物耐震改修促進計画」の現状を見ても、余目地区の小学校耐震

化対策は急を要することが明らかであり、町の最優先課題として位置づけ取り組む

べきである。 
(2)現在専門機関に依頼している「学校耐震診断調査結果」の公表は、21年 3月頃を予
定している。しかし、国の「地震対策特別措置法」は 23年 3月までの時限立法とな
っており時間的制約もあることから、まずは余目地区の小学校整備のコンセプトづ

くりに取り組むなど、直ちに議論を開始し、「庄内町小学校整備計画・改築計画」（仮

称）の策定に着手すべきである。 
また、策定の時期についても、国の支援策が活用できるよう対応すべきである 

(3)余目地区の児童数の推移を見れば、近い将来「学区再編」が課題となることは明白
である。したがって計画の策定にあたっては、施設の耐震補強を第１として現在の

学区を維持しつつも、教育環境の充実、施設の経過年数を考慮し、将来的には「統

合」も視野に入れ検討をすべきである。 
また、総合計画の実施計画との係わりから、具体的な目標年次を定めるなど、財

政事情を踏まえた、中・長期的展望に立った検討をすべきである。 
(4)立川地区の統合後の跡地利用にあたっては、清川地区、立谷沢地区の住民要望を踏
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まえ、「立谷沢川流域振興計画」との整合性を図るべきである。 
(5)「元気の出る地域づくりを応援します交付金」の充実のため、その活用状況など、
各々の地域づくり会議より聞き取り調査、総括を行って今後に反映すべきである。 

(6)公民館の指定管理者制度導入にあたっては、次の事項に留意すべきである。 
 ア 運営管理組織に予定されている「地域づくり会議」は、対応に温度差があり、

準備が整っていない状況にある。したがって、教育委員会での議論を深め、移行

に向けた環境の醸成に努めるべきである。 
 イ 全面委託の計画に関しては、ハード面、ソフト面で棲み分けをするなど、再検

討すべきである。 
 ウ 中央公民館の実情を見直し、全町的視点での機能を明確化すべきである。また、

制度導入後の「社会教育の振興を含めた公民館運営のあり方」など、公民館の役

割、町の関わり、指針を明示すべきである。 
 エ 指定管理者制度導入後は、運営審議会制度は廃止し、公民館毎の運営を審議・

協議できる体制に移行すべきである。 
(7)「庄内町小学校整備計画・改築計画」（仮称）は、公民館を含めた地域教育環境のあ
り方、立川地区の跡地利用問題など、生涯学習の視点に立つべきである。 
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●ヽ. ノ●

44.

1小学校別新入学児童数の推移と予測
.

.I
′

●●
●●●

●◆

一年度
余日地域.･
立川地域新入学児
#*#I
..
'.#前年度比 ･余日-小余日二小余目三小l金目四/)+,(']

ヰト)-狩川坤区滑川地区卓谷永地区(大中島小)(小計)

元年度56514671-2246'1810･11gO'314

5年度48484858194-521315‥_4･叫278A35

10年度42●6445.■4419543ll7.0612560
15年度4544
.
464417950106/66.245■△9
16年度47454035■16749■59I-
/63230△15

17年度51404338172378.4
.

/
49-221△9

18年度3438■38.36.
14648●56/59･205.
ム16

19年度524336291印385●6/49209ヰ
20年度494439◆一2816034ll6
/
51･211之
21年度39494633167302.6
/
･':3g20畠
..
A6

22年度482953●281
.
582965
/
40198△7

一23年度483838351512454
/331
,
84A
.
14

24年度2830■2827113吐963
/
281,41
△43.

25年度513736一24148264
1
/
3117938

(江)1平成15年度から平成20年度の児童数は､
平成20年5月1日現在の学校基本調査に基づく1年生から6年生までの人数である｡
2平成21年度から平成26年度の児童数は､
平成2
.
0年4月17日現在の住民基本台帳に基づく予想人数である｡
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2小学校別児童数の推移と予測

年度 余目地域. 立川地域 児童総数 卦前年度比
余目-小 余目二小 余目三小 余目四小 (小計) 狩川小 清川小 立谷沢小 大中島小 (小計)

元年度 351 402 329 430 1.512 427 92 62 39 620 2.132

5年度 310 343 285 391 1,329 358 70 68 34 530 1,859 △ 79

10年度 281 309 260 291 1.141 312 61 64 ll 448 1.589 △ 63

15年度 301 306 268 253 1,128 301 52 48/ 401 1.529 A ll

16年度 307 287 263 243 1.100 303 47 51/ 401 1.501 △ 28

17年度 298 282 269 233 1.082 294 52 40/ 386 1.468 △ 33

18年度 295 268 264 232 1.059 303 42 42/ 387 1.446. A 22

19年度 282 257 '252 219 1,010 285 39 40/ 364 1.374 △ 72

20年度 280 257 242 213 992 258 44 38 340 1,332 △ 42

21年度 272 2由 242 199 972 309 / 309 1.281 △ 51

22年度 273 243 255 192 963 286 / 286 1.249 A 32

23年度 262 241 250 189 942 270 / .270 1,212 △ 37

24年度 256 233 240 190 909 239 / 239 1.148 △ 64

25年度 255 227 ー240 175 897 221 / 221 1..118 △ 30

(注)'1.平成20.年度以前の児童数は､各年東の学校基本調査(5月1日現在)の人数であるD

2平成21年度から平成26年度の児童数は､平成2q年4月17日現在の住民基本台帳に基づく予想人数である｡
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耐震化優先度調査対象施設

NO 学校名 樵香号 荏香号 樵名称 構造 コンクリート強度!宅急本敦 保有面帝 階数 建築年月 S56以前建築 備考

1 狩川小学校 2 1 渡り廊下 R 3 44 2 S48.3.1 ○ ※1
2 2 2 渡り廊下 R 40 2 S48.9.1 ○ ※1

3 余目第-小学校 1 0 東校舎棟 R 3 ■661 2 S38.5.1 ○

4 .2 0 南校舎棟 _ R 3 1,124 2 S39.3.1 ○

5 3 1 北校舎西棟 氏 3 810 2 S39.3.1 ○

6 3 2 北校舎東棟 R 3 314 2 S39.3̀1 ○

7 9 0 屋内運動着 S 3 669 1 S41.7.1 ○ ※2

8 余目第二小学校 1 1 南校舎有珠 R. 3 492 2 S40.5.1 ○

9 1 2 南校舎東棟 R 3 645 2 S41.6.1 ○

-10 2 1 北校舎西棟 - R 3 326 2 S40.5.1 ○

ll 2 2 北校舎東棟 R 3 810●2 S39.6.1 ○

12 3 0 百校専横 R 3 661 2 S40.5'.1 ○

13 9 0 屋内運動場 S 3 669 1 S41.6.1 ○ ※2

14 余目第三小学校 1 0 東校舎棟 R 3 667 2 S40.7.1 ○

15 2 1 北校舎西棟 R 3 645 2 S39.6.1 ○

16 2 2 北校舎東棟 R 3 492 2 S40.7.1 ○

17 .3 0 南校舎棟 R 3 1,130 2 S41.9.1 ○

18 9 0 屋内運動暮 S 3 . 669 1 S41.9.1 ○ ※2

19 I余目第四小学校 I_1 0 南校舎棟 R 3 1.202 2 S51.3.1 ○

･2b 2 0 東校舎棟 R 3 950 2S51.12.1 ○

21 3 0 北校舎棟 氏 3 1,223 2S51.12.1 ○

22 7 0 講堂棟 S 3 363 1 S30.2.1 ○

23 8 1 屋内運動着 S - 892 1S41.10.1 ○ ※2

2'4 余 日 中 学 校 17 0 屋内運動碁(育) S - 1,751 2 S32.6.1 ○

25 余目第±勧稚園 1 0 ･保育室棟 R 0 589 1 S53.3.1 ○ ※3
26 2 0 遊戯室棟 S - 266 1 S53.3.1 ○

27 余日第四幼稚園 1 0 保育室棟 R 0 589 1S53.10.1 ○ #3
28 2 0 遊戯室棟 S - 266 1S53.10.1 ○

29 余日第-幼稚固 1 0 保育室棟 R 0● 589 1 S54.9.1 ○ ※3
30 2 0 遊戯室棟 S - 266 1 S54.9.1 ○

31 余目第三幼稚園 1 0 保育室棟 S - 254 1 S53.3.1 ○
32 2 .0 違戯室棟 R 0 577 1 S55.9.1 ○ ※3

構造に関する表記 R:鉄筋コンクリート遣S:鉄骨造

※1 一連の建物と評価しコンクリート強度試験を2棟6本から3本に減らす｡

※2 ●S造区分だが構造的に桁行方向がRC進であるため､コンクリート強度試験も実施する｡

※3 RC造区分だが耐火ひふく鉄骨のためS達として調査する｡
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鉄筋コンクリート造建物耐震化優先度結果

NO 学校名 樵 枝 棟 階 調査簿呆 優先度ランク 備 考※◎印の棟 琴 コンクリ一一ト
塞 a)=ン′ b)考 C)ブ d)耐震 e)千

香ロ77 香｡TF 名称 数 本区分 クリIト強･度 柿化 ラーン 壁の醍置 徳震度 の判定RP は､構造-d力所見に上り判定住の皆正を行なった. 秦午 強皮平 `均ヽ■′

1 余目集三小学校 2_ 2 北校舎東棟 2 Ⅱ ★ 1-a S408.64

2 余目衰-小学校 3 2 北校舎東棟 2 Ⅱ ★ i-a. S3910.3

3 余白第三小学校 2 1 北校舎西棟 2 Ⅱ ★ 1-a ●S39 ll.7

4 〟 1 0 東校舎棟 2 Ⅱ ★ 1-a S40 ll.8

5 // '3 0 南校舎棟 2 Ⅱ ★ l上a S41ll.9

6 余目第-小学校 3 1 北校舎百錬 2 Ⅱ ★ 1-a S3912_4

7 // 2 0 南校舎棟 2 Ⅱ ★ 1-a S3912.5

8 〟 1 0東校舎棟 2 Ⅱ C B A B C 2-a S3814.6

9 余目第二小学校 1 1 南校舎西棟 2 Ⅱ C ち A B C 2-a S4014.9

10 〟 1 2 南校舎東棟 2 Ⅱ B B A B C 2⊥b S41.17.I

ll 〟 2 1 北校舎育棟 2 Ⅱ A B B B C 2-ち S40 19.1

12 〟 2 ･2 北校舎東棟 2 Ⅱ A B A B C 3-a S39 1.8.8

13 〟 3 0西校舎棟 2 Ⅱ A B A B C 3-a S4024.6

14 余日第四小学校 2 0 東校舎樵 2 Ⅳ B C B B C 3-b S5123.2

15 余目第四小学校 1 0 南校舎棟 2 ⅠⅤ A C A B C 4-b S5134.5

16 .-狩川小学校 2 1 渡り廊下 2 Ⅳ A B B B C 4-b S4836.0

1戸 〟 2 2 渡り廊下 2 Ⅳ A ら B B C 4-b S4836.0

18 余日第四小学校 3 0 北校舎棟 2 Ⅳ A B A B C 5-a S5ー29.0

優先度ランクの判定直RPが同じ場合の判定順位決定方法

1)コンクリート強度

2)革実年

★印はコンクリート強度Fc=13,5N/脚2以下を示す｡
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鉄骨造建物耐震化優先度結果

NO 学校名 樵 枝 樵 階 開査器具 優先度 備 考※◎印の棟は.構造耐力 =ンクリ1 建

a)軸級 b)秩笛 C)座屈 d)溶接 e)構造 0落下 g)■≡定
香ロ 香 名 防逮 磨 @ 埜 安全 物 震 ランクの判定 I強 築 .

75- 号 称 数 耐農性舵 食.度 釈 釈 性 安全性 度 RP 所見に上り判定定の修正を行なった. 皮辛均 辛

1 余 日 中 学 校 17 0内運動場(育 2 C B A B A タ′ C雷電 ◎ S32

2 余目第-小学校 9 0屋内運動場. 1 A B A A A A C ③/ ◎ 9.71* S41

3 余日第二小学校 9 0 屋内運動壊 1 A a A A A A C ③ ◎ 14.3 S41

4 余目第四小学校 7 0 東堂棟 1 A A A■ C A A C ③ ◎ 17.3 S30

.5 余目第三小学校 9 0屋内運動場 1 A A A A A C C @ ◎ 18.2 S41

6 余目第四小学校 8 1 屋内運動場 1 B A A A A A C @ ◎ S41

7 余日第二幼稚園 1 0保育室棟 1 tA B A C A A C ③ $53

･7 〟 2 0 遊戯室棟 1 A B A C A A C ③ S53

7 余日第四幼稚園 1 0 保育室棟 .1 A B A C A A C ③ S53

7 Jf 2 0遊戯室棟 1 A ら A C ･A A C ③ S53

7 余目第三幼稚園 1 0遷厳重棟 1 A {Bご_島屋 A C A A C鞄蜜 ,■【J~LrL:lyij. S53

12 余目第-幼稚囲 1 0保育室棟 1 A A A C A C C ③ S54

12 〟 2 0遊戯室棟 1 A B A C A A C ③ S54

14 余日第三幼稚園 2 0保育室棟 1 A A A C A A C ㊨ S55

優先度ランクの判定値RPが同じ場合の判定順位決定方法
1)コンクリート強度
2)建築年 .

★印はコンクリート強度Fc=13.5N/mm2以下を示す｡

平嘩19年度に､余日第三幼稚国造戯宝珠は遊戯室等改修工事に
より応急稀強を行ったため､優先度ランクを②から③に変更する｡余
日中学校屋内運動場は不要の周明機器を撤去したため､優先度ラ
ンクを①から②に変更する｡
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学校別由優先度

学校別 学校名 樵 枝 樵 階数 構 逮 =Ⅰン■クリl 面積 優先度 備 考※◎甲の棟は､構造耐力
倭先 香 香 名 造区 築 ト賛 ランクの

度順位 早 号 柿 分 午 皮辛均 判定肝 所見に上り判定世の修正を行なった.

1 余目第三小学校 2 2 北校舎東棟 2 R S40き惑琵琶 492 鐸 夢 聾

2 1 北校舎酉嘩 2 R S39 日.7★ 645 1-a

･1 0 ･東校舎棟 2 R S40 ll.8★ 667 1-a

3 0南校舎棟 2 R S41 11‥9★ 1,130 1-a

9 0 屋内運動募 1 S S41 18.2 669 ③ ◎

2 余日第-小学校 3 2 北校舎東棟 2 R S39~+T- 314

3 1 北校舎西棟 2 R S3912.4★ 810 1.-a

2 0 ●南校舎棟 2 氏 S39 12.5★ 1,124 1-a

1 0 東校舎棟 2 R S38 14.6 661 2-a

9 0 屋内運動着 1 S S種l 9.71★ 669 ③ ◎

3 余 目 中 学 校 17 0 運動巷(育 2 S S32 1,751 ◎.

4 余目第二小学校 1 1 南校舎西棟 一 2 R 14.9 492 -
1 2 南校舎東棟 2 R S41 17.1 645 2-b

2 1 北校舎首棟 2 R S40 19.1 326 2-b

'2 2 北校舎東棟 2 R S39 18.8 810 ● 3-a

3 10 西校舎棟 2 R 540 24.6 661 3-a

9 0屋内運動場 1 S S41 14.3 669 ③ ◎

5 余日第四小学校 2 0 東校舎棟 2 良 S51 23.2 950 3-b

1 0 南校舎棟 2 R S51 34.5 1,202 4-b

3 0 北校舎棟 2 氏 S51 29.0 1,223 5-a

7 0 講堂棟 1 S 篭等帳 17.3 363 i ◎

8 1 屋内運動場 1 S S41 892 ③◎
6 余.目第二幼稚園 1 0 保育室棟 1 氏 ~喜一扇_- 589

2 0 遊戯室棟 1 S S53 266 ③
7 余目第四幼稚園 1 0 保育室棟 1 R 589 顔 璽

2 0蓬戯圭棟 1 SS53 266 ③

8 余日第三幼稚園 1 0 遊戯室棟 1 氏.I_53-m 254 -メ?I ㊨
2 0 保育室棟 1 S S55 577 ■④

9 余 目第一幼稚園 10保育室棟 1 R 589 1-3
2 0 遊戯室棟 1 S S54 266 ③

10 狩川小学校 2 ー1 渡り廊下 2 氏 S48 36.0 44 塵塑盛

優先度ランクの判定佳RPが同じ場合の判定恨位決定方法

1)コンクリート強度

2)建築年

★印はコンクリート強度FG=13.5N/mm2以下を示す｡

平成19年度に､余日第三幼稚園違戯童棟
は遜鼓室等改修工事により応急椅強を行つ
たため､優先度ランクを②から③に変更す
る｡余日中学校屋内運動署は不要の照明
器を撤去したため､優先度ランクを(丑から
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[視察調査報告(参考資料)] 

○ 視察地  千葉県千葉市 

 
１ 視察調査月日  平成２０年７月２９日（火） 
２ 視察の目的 
   千葉市の学校統廃合の方向性と跡地利用計画について 
   学校等教育施設の耐震状況、耐震対策について 
３ 視察地の概要 
  大正１０年（１９２１年）市制を施行。第２次大戦後、首都圏の衛星都市とし 
て鉄道、道路、港湾等の都市基盤整備が行われた。昭和４６年（１９７１年）に 
は、人口５０万人を突破し、平成４年（１９９２年）には、人口８３万５千人と 
なり全国１２番目の政令指定都市となっている。商業、業務都市として、子育て 
や健康、環境など安全で安心して、いきいきと暮らすことができるまちづくりを 
目指している。 

        人口 ９４万９９６人  （平成２０年４月１日現在） 
        面積 ２７２．０８k㎡ 
４ 学校統廃合の方向性と跡地利用 
（１） 学校適正配置実施方針策定の背景 

千葉市の小、中学校は昭和４０年代の急増期から昭和６０年代の減少期に移

行する過程で、多くの小、中学校での小規模化が進んできた。一方でその後の

開発等により地域によっては大規模化する学校もあり、学校間による教育環境

の不均衡や小規模、大規模化による教育上、運営上の様々な問題が提起されて

きた。 
平成１６年から第 1次適正配置に取り組み、千葉市初の統合小学校が平成１

８年に開校した。また、1 次では不十分だった通学距離や配置のバランス、地
域コミュニティとの整合性、将来の人口推移と地域特性などを考慮に入れ、平

成１９年 11月に千葉市学校適正配置実施方針を策定している。 
（２） 実施方針の概要 
ア 取り組みの基準 
（ァ）学校の適正規模 
   教育的視点、学校運営の視点から小・中学校ともに１２～２４学級の 

規模とする。 
（ィ）対象校 
  １２学級未満を小規模校、２５学級以上を大規模校として、将来にわたり適正 

化が望めない学校。（平成２５年度の推計） 
     小規模校 小学校４８校 中学校２８校 
     大規模校 小学校１３校 中学校５校 
（ゥ）適正配置 
   通学距離は小学校で概ね４㎞以内、中学校で６㎞以内とし、統合を検討する

際は、通学距離と時間に十分配慮する。 
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（ェ）取り組み方法 
   小規模校では、複数の小規模校が集中する地域をＡパターンとして、地域枠

組みを設定し、統合により適正配置をする。また、小規模校が分散している地

域をＢパターンとして隣接する箇所に小規模校、適正規模校、大規模校のどれ

があるかによって統合、学区調整等の取り組みを行うことにしている。さらに、

小規模校が点在している地域をＣパターンとして通学手段の検討による統合

や小中一貫教育校の制度の導入なども検討し適正配置を行う。 
   大規模校の適正配置は、隣接する学校との通学区域の調整により実施する。 
イ 統合に伴う教育環境の整備 
（ァ）通学路の安全確保 
   通学路の安全マップの作成の他、セーフティウォッチ事業の活用、重要路線

には実情に応じ、スクールガードアドバイザーの巡回、見回りを検討。また、

施設面の安全対策については関係機関の要望。 
  ※セーフティウォッチ事業  

登下校の児童、生徒の安全を見守るボランティアで、千葉市全体で１万１０

００人が登録し、活動している。 
  ※スクールガードアドバイザー  
   セーフティウォッチャーの活動を巡回し、必要に応じアドバイスや情報提供

を行っている。一人１５校程度を担当しており、現在１３名が配置されている。 
（ィ）学校施設・設備の整備 
   大規模改修を基本としたリニューアルにより、機能的に新設校と同程度の整

備とし耐用年数などで、大規模改修できない場合には改築を検討。 
（ゥ）教員等の配置 
   スムーズな学校運営と安定した教育実践のために必要に応じ、増置教員・非

常勤職員を配置。また、近隣中学校との連携により統合後の小学校にスクール

カウンセラーを派遣。 
ウ 統合による跡地施設利用の考え方 
（ァ）費用対効果を勘案し、有効利用することを原則 
（ィ）有効利用にあたっては、地元の要望に配慮するとともに、全市的な行政 

施策との調整を図り利用計画を策定  
（ゥ）有効活用後、残った跡施設を処分（売却）する場合は、処分（売却）益を教

育施設等の整備・充実のために優先的に活用  
エ 統合による適正配置の進め方 
（ァ）地元説明会の実施 

    対象校の保護者・地域住民・学校関係者への説明 
（ィ）地元代表協議会の設置 

    統合にむけた協議の実施 
（ゥ）統合準備会の設置 

    統合による新設校への円滑な移行にむけた協議  
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５ 学校等教育施設の耐震状況、耐震対策について 
（１） 千葉市耐震改修促進計画策定の背景 

平成７年の阪神・淡路大震災では６４３４人の人命が奪われている。平成１

６年には新潟県中越地震、平成１７年には福岡県西方沖地震などがおこり、我

が国ではいつどこでも、大地震が発生してもおかしくない状況にある。 
平成１８年に改正施行された「建築物の耐震改修の促進に関する法律」によ

り千葉県では「千葉県耐震改修促進計画」を策定しており、その中でも市町村

が定める耐震改修促進計画の策定が求められていた。以上のことから、千葉市

でも学校教育施設を含めた千葉市耐震改修促進計画を平成２０年３月に策定

した。 
（２）学校教育施設の耐震状況、耐震対策の現状 
（ァ）学校施設の状況について 
   校舎棟５３４棟のうち、昭和５６年以前の旧耐震基準で建設された校舎が３

９６棟あり、それ以降の新耐震基準で建設された校舎が１３８棟ある。 
   ３９６棟のうち、Ｉｓ値0.6 未満の２８７棟について平成９年度より耐震補

強工事を実施しており、平成１９年度末までに１０６棟の補強が完了している。

未補強の１８１棟については、計画に基づき平成２７度までに完了予定となっ

ている。また、補強工事が必要な屋内運動場は１３１棟あり、２１年度から２

７年度までの予定で補強工事を行うことになっている。 
  ※Is 値（耐震指標） 旧耐震基準の建物に対する耐震指標で建物の強度や粘り

に加え、その形状や経年年数によって計算され、0.6以上が望ましいとされる。 
（ィ）今後の取り組みについて 
   校舎棟および屋内運動場の耐震化は原則として補強のみの工事として、千葉

市耐震改修促進計画において定められた整備目標、整備の優先度に基づき、補

強工事を実施していく。 
６ 考 察 
（１） 学校の適正配置においては、学校の適正規模、適正基準を明確に定めること

の重要性を感じた。将来ビジョンを明確にしながらの、議論の必要性を検討

すべきである。 
（２） 第1 次の適正配置の取り組みでは「規模だけでなく配置からの検討」や「学

校と地域の関係」「将来を見据えた学校配置計画」などの課題から実情にあっ

た合意形成が基本であると感じた。 
（３） 教育環境の整備では、施設面だけでなく、通学路や教員等の配置も含め多角

的に検討する必要がある。 
（４） 跡地利用については、指定管理者の導入は予定していないとのことだったが、

本町とは配置や地域との関係が大きく異なることを考えるとさらに調査を実

施する必要がある。 
（５） 地元説明会や地元代表協議会の設置は、住民による合意形成が非常に重要で

あり、枠組みありきや行政指導ではない、住民主権の適正配置の必要性を感

じた。 
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（６） 耐震改修については、学校施設はもとより、耐震促進計画をもとに、優先順

位、目標年次を定め取り組む必要がある。 
（７） 学校施設の耐震化については、適正配置計画との整合性も踏まえ、計画をた

てる必要がある。 
（８） 耐震化実施にあたっては、国、県の補助メニューなどを参考にしながら、時

期を逃さないよう急ぐべきである。 
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○ 視察地 島根県松江市教育委員会 
 
１ 視察年月日  平成２０年７月３０日（水） 
２ 視察の目的 

生涯学習の視点での地域づくりについて 
３ 視察地の概要 
（１）島根県松江市 

島根県の県庁所在地である松江市は、夕陽の美しい宍道湖に面し、市内には

約５００の橋がかかる旅情に溢れた水の都である。また、古代出雲の中心地と

して早くから開け、江戸時代には堀尾氏３代・京極氏１代・松平氏１０代の城

下町として栄え、開府４００年祭が執り行われている。 
 昭和９年から８回にわたり周辺の村を合併、平成１７年３月３１日に７町村

を合併した。この間、昭和２６年には奈良市・京都府と並んで国際文化観光都

市となり、さらに平成７年には出雲・宍道湖・中海拠点都市地域に指定され、

山陰の中核都市として発展してきている。 
◇人口 １９４，３１７人（Ｈ１８．１０．１現在） 

うち、６５歳以上の人口 ４４，２２７人（２２．８％） 
・世帯数  ７５，８６６世帯 
・人口動態 自然増加率 △１３８人（出生1,677人、死亡 1,815人） 
     社会増加率 △１３７人（転入7,232人、転出 7,549人） 
・婚姻・離婚（Ｈ18、届出件数）婚姻数１，００６件 離婚数３６４件 
・外国人登録者数（Ｈ１８．１２．３１） １，２９４人 

（２）松江市の公民館について 
松江市の公民館は、昭和２７年より順次市役所支所内に併設される形で始ま

っでいる。その後公立公民館の形で運営されてきたが、市の財政事情（Ｓ39.12
～46.3 赤字再建団体の指定）等により、昭和４１年から公設公営方式が廃止

され、各地区の自主的運営に委ねる公設自主運営方式、いわゆる「松江方式」

が始まった。 
 多くの困難を克服し、条件の整った地区から実施に移し、昭和４７年に委託

運営を一旦完了したが、平成の合併で７町村が加わった事により、公民館と地

区館・分館が並行する形になっている。その後、平成１８年９月１日に「松江

市指定管理者の管理する公民館の設置及び管理に関する条例」の施行により、

名実ともに指定管理者（公民館運営協議会）が管理することとなった。 
 中央公民館はなく、市教育委員会生涯学習課の指導のもと、現在は小学校区

単位を基本として２３館が指定管理者に移行している。 
４ 事前質問事項について（回答） 
（１）松江市の公民館機能と役割について 

ア 社会教育施設としての役割について 
・生涯にわたる学習機会の提供 
・地域課題等の問題を解消するための学習機会の提供 
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・地域の情報センター・相談センターとしてサービスの提供 
・地域の教育力を高める活動 など 

イ 地域の拠点作り施設としての役割について 
・コミュニティづくりのコーディネート 
・地域福祉の啓発センター 
・子供の育成と学社融合の牽引役 
・地域防災・環境問題に取り組む中核施設 など 

（２）松江方式の公民館運営と指定管理者制度のかかわりについて 
条例、規則等の制定状況について（設置根拠、運営母体、職員体制） 
・設置根拠 松江市指定管理者の管理する公民館の施設及び管理に関する

条例（平成１８年９月１日施行） 
・運営母体 各公民館運営協議会 
・職員体制 ４名（館長、主任、主事及び地域保健福祉推進職員） 

（３）公民館運営と財政について 
ア 歳入面で、市費と地元負担の状況について 
・人件費と施設設備は全額市費負担 
・管理費は約７割が市費、約３割が地元費 
・事業費は市費負担あり（５千万円） 

イ 歳出面で、人件費、管理費、施設整備費等の状況について 
２０年度予算 
・人件費（１９年度指定管理料）１億５千２００万円（２１館合計） 
・管理費（ 〃  ）     ４千９００万円（  〃  ） 
・施設整備費等（２０年度予算）雑賀公民館建築工事費 ２億８００万円 

その他施設工事費 ４００万円（全市） 
（４）学校等公的施設の耐震、学校統廃合の検討の有無 

・耐震の検討 
小中学校 
 改築を予定しているものを除き、今年度で耐震診断（２次診断）が終

了。 
 耐震化は随時行っており、今後も計画的に進めていく。 
公民館 
 来年、再来年度にかけ改築などの予定のあるものを除き耐震診断（２

次診断）を実施予定。 
・学校統廃合の検討 
文部省から学校の適正規模についての基本的な考え方が示されている

中、本市においても今後課題として上がってくると思われる。 
５ 「松江方式」の公民館の特徴と運営について 
（１）特徴について 

ア 公民館を小学校区毎に設置 
・地域の特性に応じて、住民に密着した運営 
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・各種団体（２３～２４団体、他にサークルあり）との連絡調整が容易 
イ 住民が公民館の運営に直接参加 
・専門部体制による事業の自主企画と運営 

ウ 住民すべてが公民館運営費の一部を負担 
・公民館費として、年間５００円～２８００円を負担 

エ 社会教育を超えた事業の展開 
・学社連携、福祉との連携、防犯・防災・安全 

（２）運営について 
条例：松江市指定管理者の管理する公民館の設置及び管理に関する条例施

行規則 
規則：松江市指定管理者の管理する設備及び管理に関する公民館の設置及

び管理に関する条例施行規則 
規約：○○公民館運営協議会規約 
規程：○○公民館財務に関する規程（準則） 

○○公民館職員に関する規程（準則） 
要項：○○公民館専門部設置要項 

ア 設置 
・条例第２条 名称及び位置 
・条例第３条 館長、主事その他必要な職員を置く 
・条例第４条 指定管理者による管理 
・条例第５条 指定管理者が行う業務 

イ 指定管理者 
・○○公民館運営協議会 
・ 協議会委員は、各種団体の代表、公民館長、学識経験者など２０～３０ 
  名で構成 

ウ 職員体制 
・館長は各公民館運営協議会が推薦し、教育委員会が任命する非常勤特別

職（殆ど常勤、報酬は月額２１万５千円）。任期は２年 
・主任１名、主事１名地域保健福祉推進職員１名（嘱託）は公民館運営協議 
会会長、館長会、生涯学習課で人事検討委員会を組織し、公募・試験・採用 
の手順。給与は市職員に準ずるも３級の範囲。（主任で月額平均２３万円、

主事で１６万３千円、嘱託で１４万２千９００円）。尚、地域保健福祉推進

職員の報酬は市福祉部より支出。男女比は女性が多い。 
エ 財政 
・前述した通り 

（３）行政との関わりについて 
ア 館長会（毎月１回） 
・公民館運営に関して、主管課を交えて協議 

イ 事務連絡会（毎月１回） 
・主任、もしくは主事が出席 
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・公民館への業務依頼や情報交換 
ウ 職員研修会 
・各種職員研修会の実施（社会教育主事講習会修了者３８名） 

６ 考 察 
（１） 松江市の公民館運営で特筆すべきは、松江方式といわれる「公設自主運営」 

にある。きっかけは、昭和３９年より６年余りに亘り赤字再建団体の指定を 
受け、忍従の体験をした事から始まる。その中で、自分達でできる事は自分 
達でやろうという気風が生まれた。正に禍を転じて福となすの言葉通り、自 
主性が育れ、多彩な活動が展開されている。 

（２） 視察させていただいた両公民館とも、公民館費として、住民一世帯当り 
1,200 円／年が、各自治会ごとに会長より一括納入されている。しかし、内
実を伺うと、単身・借家住いの方が多く居住する自治会の納入状況は、必ず

しも 100％には届かず収納率にバラつきがみられる。集金担当の苦労ととも
に、負担と受益のバランスを考え合わせると、今後不平等感が生まれてこな

いか心配される点でもある。 
（３） ２８公民館区を５ブロックに分け、ブロックごとに地域活動コーディネ

ーターを配置している。新旧地域の融合、研修指導・助言や「ふるさと探

訪」「キャンプ」などのブロック全体での行事でも活躍している。単館での

マンネリ化を防ぎ、市全体の広がりを持たせていることも特色の一つであ

る。 
（４） 平成１８年９月より指定管理者制度により、運営協議会が運営にあたっ

ているが、館長の報酬は教育委員会より支払われ、保健福祉推進職員の報

酬は、市福祉部より支払われている。制度の原則からいえば、多少変則的

であると思われる。しかしながら公民館は、現在・将来も地域づくり、人

づくり、福祉の拠点として核として存在し続けてゆくべきという意向の表

れでもあり、県の目玉政策に「地域力醸成プログラム」事業が実施されて

いることにも反映されている。 
    自治会と行政との関係について、本町と多少の違いがあった事も事実であ 

る。自治会は存在するが、集会所（集落公民館等）がない所もあり、本町 
でいう集落活動のかなりの部分を地区公民館が担っている状況であった。 
地域の事情、歴史的背景によると言えばそれまでだが、本町の公民館の 
在り方について運営審議会や地域づくり会議での俎上に上げるべきテーマ 
の一つになると思われる。 

（５） 公民館職員については、できれば地元出身でという声もあるが、それ

には拘らない採用・異動であった。ただし、女性が多いという事、行事が

夜間、休日に集中する事なども考慮し、できれば地元、もしくは近隣での

配置を優先したい旨、述べられた。定期的な異動は当然必要な事であり、

活性化に資する事だと思われる。 
（６） 公民館は、地域や社会の課題を把握し、それを学習し、学んだことを 
   実践し、住みよい社会・豊かな人生をつくる場と考えるならば、今必要
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なのは地域に根ざした事業の展開であり、コミュニティの醸成ではなか

ろうか。 
ともすると近所の人と何日も顔を合わせない事がある。地域に住むさま

ざまな世代の人たちが心を通わせ一緒になってよりよい地域社会をつく

っていこうとする意欲や行動を起こす事が必要である。 
 本町では、行財政改革と公民館活動の活性化に向け、職員体制の変革

が進められている。また、今年度からは将来の指定管理者制度の導入を

にらんで「元気の出る地域づくりを応援します交付金」が各地域づくり

会議等に交付され、運動会や公民館祭に活用されている。学区の独自性

と自主性を発揮するための試金石となる動きでもある。財政も含めた運

営のあり方をどう構築してゆくか、さらには集落公民館との役割分担を

どうするのか。 
一本化した運営審議会での議論をはじめ、関係者の徹底した議論が必要 
である。 
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○ 視察地 島根県松江市持田公民館 
 
１ 視察年月日  平成２０年７月３０日（水） 
２ 視察の目的 
   生涯学習の視点での地域づくりについて 
３ 視察地の概要 
（１）  持田地域の沿革 

持田地区は、松江市の北側に位置し島根半島、北山山系を背景に緑豊かな自

然に恵まれた田園地帯である。５つの地域で構成されており、稲作を中心と

した純農村地帯であったが近年宅地造成が進み、世帯数で３,９倍、人口が約
１,７倍となっているが核家族化、少子化の進展により高齢化率が上昇傾向を
たどっている地域でもある。 

（２）  持田公民館の沿革 
昭和の大合併により支所が置かれたが、昭和３１年１０月に出張所に縮小こ

の条件として公民館を設置し、専門職員（１名）の配置で運営が始まってい

る。その後、市の財政事情等により市職員である公民館職員を引き上げ地区

の自主的運営に委ねる「公設自主運営」による公民館運営が昭和４３年から

始まった。 
 また、平成１８年９月より「指定管理者制度」に移行し持田公民館運営協

議会が運営し現在に至っている。 
 ○ 人口  ４，２３３人 
 ○ 世帯数 １，５６８世帯     ３２自治会 
 ○ ６５歳以上人口 ８０３人    高齢化率 １８，９７％ 
 ○ 一人暮らし高齢者数 １１７人  高齢者世帯 ２０７世帯 

４ 公民館の運営 
    ○指定管理者の管理する公民館の設置及び管理に関する条例 
    ○指定管理者の管理する公民館の設置及び管理に関する条例施行規則 
    ○公民館運営協議会規約 
    ○公民館財務に関する規定（準則） 
    ○公民館職員に関する規定（準則） 
    ○公民館専門部設置要項 
 （１） 設置（公設）  
 （２） 運営母体 
   ア 公民館運営協議会による自主運営方式 
   イ 協議会の構成（基本的に男女共同参画条例を尊重） 
      各種地域団体長及び自治会選出による委員で構成 
      運営協議会委員 ２４名 （内監事３名） （女性８名） 
（３）  職員体制は、館長及び主任、主事、保険福祉推進員の４名 
（４）  専門部の設置 
     総務部、まちづくり学習部、青少年部、社会・福祉部、高齢者学習部、
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女性部、文化部、スポレク部の８部会により事業を行っている。 
（５）  運営費（事業費） 
     収入（千円）            支出（千円） 
      市 費  １５，３５２       人件費  １０，８８６ 
      地域費   ２，８８２       管理費   ３，６２７ 
      その他      ７９       事業費    ３，８００ 
       計   １８，３１３        計   １８，３１３ 
（６）  行政と公民館との関係 
  ア 教育委員会   生涯学習部 
  イ 市民部     市民活動推進課 
  ウ 福祉部     高齢者福祉課 健康推進課 子育て課  
            社会福祉協議会 
（７）  一世帯当りの公民館費及び緒団体による会費の徴収 
  ア 公民館費         １，２００円 
  イ 体育協会会費         ５００円 
  ウ 自治会運営会費        ３００円 
  エ 消防協会会費         ５００円 
  オ 地区社会福祉協議会会費    ５００円 
  カ 市社会福祉協議会  
     協会費 ８００円以上、日赤社費 ７００円以上、共同募金 ８００円 
  キ 緑の募金           ２００円 
  ク 水郷祭への寄付金        3００円 

５ 持田公民館の活動について 
（１）  公民館が所掌する事務局 
 ア 民生児童委員の推薦 
 イ 地区人同教推進協議会 
 ウ 交通安全対策協議会 
 エ 交通安全協会持田支部 
 オ 持田消防協会 
 カ 青少年協議会 
 キ 子供会 
 ク 子供広場  
（２）  社会教育施設としての役割について 
 ア 生涯にわたる学習機会の提供 
 イ 地域課題等の問題を解決するための学習機会の提供 
 ウ 地域の教育力を高める活動 
（３）  地域の拠点づくり施設としての役割について 
 ア コミュニティづくりのコーディネート 
 イ 地域福祉の推進役 
 ウ 人権教育の啓発センター 
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 エ 子どもの育成と学社融合のけん引役 
 オ 地域防災、環境問題に取り組む中核施設 
（４）  活動計画の基本的な施策 
 ア 心豊かな住みよい持田のまちづくり 
 イ 同和教育、人権学習の推進 
 ウ 福祉活動の推進と充実 
 エ 学社連携による青少年育成 
（５）  文化教室、サークル活動 

 大正琴、詩吟、親子読書、パソコンクラブ、グランドゴルフなど、２８

の教室を開設している。 
６ 考 察 
   持田公民館は、創立後半世紀を経て先人の培われた功績を礎に、地域力を活か

した活動の充実をスローガンにし、４つの基本的な施策を８専門部を中心に２８

を数える教室、サークル活動等を通して地域に根ざした自主的な運営、事業の展

開が活発に行われている。 
   地域の拠点を公民館に置き児童、生徒の参加を促進していること、男女共同参

画条例に基づいた運営協議会の構成を含め地域住民を主役としていることは、公

民館の運営・活動として評価される。 
   今後、集落公民館と地区公民館の役割の明示、小学校の統合にともなう公民館

と学校教育活動の関係、指定管理者制度の導入、少子・高齢化社会、男女共同参

画に向けた公民館運営・活動のあり方を検討する必要がある。   
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〇 視察地 島根県松江市朝酌公民館 

 
１ 視察年月日  平成２０年７月３１日（木） 

２ 視察目的 
 生涯学習の視点での地域づくりについて 

３ 朝酌地区の概要 
 朝酌地区は、水と緑に育まれた豊な農漁村として歩みつづけてきた。 

昭和 40年頃から景気が上昇し「イザナギ景気」といわれた高度経済成長に向って
いった。 
その後、経済社会の変遷に伴い朝酌地区の産業基盤も、第一次産業（農林水産業）

主流から技術革新の進展により、第二次産業（製造業）、第三次産業（サービス産

業）が盛んになり、若年層を中心に県外、市街地への流出をもたらしている。 
地場産業といわれる農林業の従事者が高齢化を迎えているが、高齢化率は平成

年代に入ってから毎年1％ずつ上昇し、市内 21地区で 5番目に高くなっている。 
 平成 20年 3月 31日現在の人口及び世帯数 

人 口 2,182人 （男 1,058人、女 1,124人） 
うち 65才以上の人口 644人 

世帯数   727世帯（戸数 622戸） 
 町内会、自治会加入数 （Ｈ20年現在） 

加入数   517世帯 
加入率    83 ％ （517／622＝0.831） 

４ 朝酌公民館の沿革 
昭和14年11月 1日     八束郡朝酌村松江市に合併。村役場は朝酌支所となる。 

昭和 31 年 4 月 1 日     松江市役所支所廃止、松江市役所朝酌出張所に改め

松江市 

朝酌公民館を併設。 

昭和 37 年 7 月 1 日     松江市役所朝酌出張所を廃止。公民館独立 

昭和 42 年 4 月 1 日     自主運営公民館となる。朝酌公民館運営協議会発足。 

昭和 55 年 4 月 21 日     松江市朝酌公民館新館竣工。 

平成 8 年 10 月 24 日     全国公民館研究集会（松江大会）で優良公民館として

島根県 

教育長から表彰される。 

 平成 14 年 4 月 1 日 朝酌公民館高齢者等交流館竣工。 

５ 朝酌公民館の運営について 

 公民館の設置 
(1) 松江市指定管理者の管理する公民館の設置及び管理に関する条例。 
 ※第2条 指定公民館の名称及び位置は別表のとおりとする。 
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別表 
名   称 位   置 

松江市朝酌公民館 松江市朝酌町 992－1 
以下省略  

※第 3条 指定公民館に館長を置く。 
 2 指定公民館に主事その他必要な職員を置く。 
※第 4条 （指定管理者による管理） 
※第 5条 （指定管理者が行う業務） 

(2) 松江市指定管理者の管理する公民館の設置及び管理に関する条例施行規
則。 

※第 2条 （名称及び区域）···指定公民館名称と公民館区域 
※第 3条 （館長）··············· 館長について 

 
６ 朝酌公民館運営協議会の構成 

運営協議会構成員（基本的に男女共同参画条例を尊重） 
町内会・自治会連合会、まちづくり推進協議会、市民憲章朝酌推進協議会、朝酌

小学校、和久羅会、主任児童委員協議会、民生児童委員、地区子ども会育成協議

会、朝酌地区青少年育成連絡協議会、矢田渡船観光事業組合、朝酌奨学会、朝酌

消防協会、朝酌地区交通安全対策協議会、朝酌体育協会、朝酌地区社会福祉協議

会、朝酌寿会、朝酌地区人権同和教育推進協議会、グループわくら代表、朝酌小

学校ＰＴＡ代表、松江二中ＰＴＡ代表、朝酌幼稚園ＰＴＡ代表、朝酌地区福祉推

進委員、朝酌地区母子保健推進員、朝酌青年団、朝酌公民館長、学識経験者。 
（運営協議会委員 27名） 
 

７ 事業計画 
(1) 地域ふれあい交流事業 

朝酌公民館 

職員（主任、主事） 
保健福祉推進職

 

朝酌公民館 
運営協議会 
運営協議会規約 

松江市朝酌公民館 
専門部設置要領 

朝酌公民館報参照 
◎ 松江市朝酌公民館財務

に関する規程（準則） 

◎ 松江市朝酌公民館職員

に関する規程（準則） 
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・ 夏まつり 
・ クリーン朝酌 
・ ふれあい朝酌 
・ 文化祭 
・ 新年賀会 
・ 小学生とお年寄りとの交流会（年5回） 

(2) 19年度各専門部事業 

総 務 部 

館報あさくみ発行（7月、3月） 
朝酌公民館たより発行（毎月） 
平成 20年朝酌地区新年賀会開催（平成 20年 1月） 
市長講演会開催 

青 少 年 部 
子ども体験活動 
年間を通じて地区子ども会・青年団活動支援 

女 性 部 

女性学級 
社会見学「出雲歴史探訪と花の郷紀行」（6月 1日） 
コーラス入門講座 
趣味の講座 
乳幼児教室の運営 
わんぱくくらぶ、わんぱくさろんの開催 

社会体育活動 
朝酌体育協会と連携 
町民体育大会（9月 23日 予備日9月 30日） 

文 化 部 
朝酌夏まつり共催（8月 11日） 
朝酌文化祭開催 （10月 21日） 

環 境 部 

朝酌小学校クリーン作戦参加 
地区内リサイクルステーション使用状況視察 
公民館下バス停の清掃作業 
環境視察研修開催 

親子読書活動 乳幼児・児童を対象とした親子読書活動支援 

人権同和教育 
朝酌地域人権同和教育推進協議会と連携 
視察研修（9月） 

研 修 活 動 
中四国公民館研究集会参加（9月 山口県） 
全国公民館研究集会参加 （10月 栃木県） 

 

８ 考 察 
朝酌公民館は、平成 8 年 10 月 24 日全国公民館研究集会（松江大会）で優良公

民館として表彰されている。 
住民参加型の「松江方式」が始まって以来 40年経ているが、公民館運営に関わ

る会費の徴収には、今日の社会状況下で、厳しくなっていることが窺われ、役員

の方々の困難さが見受けられた。 
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朝酌地区には、集落公民館が配置されていない集落もあり、地区公民館として

の機能の他に、集落公民館としての役割も果たしているようである。 
特筆すべきことには、21公民館に職員 4名の内 1名は社会福祉協議会に所属す

る職員が配置されており、地域に密着したボランティア喫茶等の極め細かい福祉

事業が展開されていた。 
少子高齢化時代を迎え、本町でも健康づくり等高齢者に対する福祉対策が課題

となっている。この現状を踏まえ、指定管理者制度導入に当たっては、多面的に

検討する必要がある。 
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